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社長メッセージ 
2023年８月７日（月） 

 
■「エンジン／SUN Digital Transformation⑥」 

  

皆様、おはようございます。 

 

先週は、SUN Digital Transformation の DX サービス業務の依頼にお応えするためのヒアリン

グに時間を費やしました。士業の方々もいらっしゃいましたし、レストラン運営会社もありました

し、業績右肩上がりの大阪を代表することになるであろう期待のメーカーもありました。様々な業

界の方々とつながりが出来て、ご依頼頂けるというのも、桂経営ソリューションズとタッグを組め

たからです。それぞれの分野で、解決しなければならない課題がたくさんあることもわかりました。 
その中で、共通していたのが、人事部門と経理・会計部門の管理業務でのご依頼でした。特に、

社会保険労務士事務所の方々や企業の人事部門の方々からのお話で、社員の皆さんの入退社業務・

出退勤管理業務・給与計算業務で、残業に残業を重ねるほど忙殺されてしまっているというお悩み

は切実でした。具体的には、２つの社会保険労務士事務所と企業２社（うち１社は、ほぼ外国人従

業員）でしたが、その合計約 2,500 名の社員の方々の入退社業務・出退勤管理業務・給与計算業務

の煩雑さのお悩みでした。しかしながら、各社のそれぞれの業務を１つ１つ分析していくと、当社

で DX 化が出来ることが見えてきましたので、各社とも、１ヶ月目で業務の約 1/3 を DX 化し、２

ヶ月目で業務の 2/3 を DX 化して、３ヶ月目には全ての業務を完全に DX 化出来る予定で進めてお

ります。 
また、社会保険労務士業界では、有名でかなり深刻な状況になっているようですが、この 6 月初

旬、社会保険労務士向け業務システムで数十万社が利用しているトップシェアのシステムが、不正

アクセスされたうえにランサムウエアを実行され、サーバーが暗号化されてしまって、使えない状

況になったようです。被害から 1 ヶ月半がたった今もシステムの処理速度が遅いなど完全復旧には

至っていないようです。このシステムを導入されている企業は、給与計算等の業務が出来ない状況

に追い込まれて、大変な問題になっているようです。このような状況にならないための DX 化支援

が可能ですので、お困りの企業様のお手伝いをしたいと思います。 
 
企業の根幹である「人」についての給与計算業務等の管理が出来ていないのは、企業としても事

業展開を思う存分に出来ず、不安でしかないと思います。わが国には、現在、社会保険労務士の資

格を有する先生方が 44,203 名、うち開業されている方が 24,429 名、法人代表の方が 3,354 名いら

っしゃいます（2022 年３月 31 日現在）。わが国には約 386 万社の企業がありますが、開業されて

いる社会保険労務士（開業されている 24,429 名＋法人代表 3,354 名＝27,783独立系社労士事務所）

１人当たり約 140 社程度の企業を支えなければならない計算です（総務省統計局）。しかし、その社

会保険労務士事務所のかなりの事務所で、今回、ご相談を受けた内容で、お困りであることがわか

ってきました。まずは、当社の DX サービスで、全国の社会保険労務士事務所のご支援をしたいと
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存じます。コスト的にもこれまでの人件費と比較しても、1/2～2/3 程度にかなり安く対応出来ると

思いますし、DX 化出来るために、ミスもなくなります。同時に、忙殺されていた業務から解放され

た先生方には、本来の前向きな仕事、クライアント企業様への人事評価システムや業績向上のため

の人事システム等々のご提案、企画・設計業務等々にご専念頂ければ、クライアント企業様にとっ

ても、社会保険労務士事務所にとっても、もちろん当社グループにとっても、WIN・WIN・WIN に

なるのではないかと確信を致しました。 
 
当社は、まずは、社会保険労務士業界に対して、当社 DX サービスをご提供したいと思います。

現在、この業界の先生方数十社からご依頼を受けておりますので、今期中に、独立系社労士事務所

の DX 化に伴う業務効率化支援を行い、専用のプログラム・プロダクトを開発させて頂きます。各

事務所のコストとしては、効率的だと思われている事務所の 1/3～1/2 になる想定で、業界の約 0.5％
（約 160 社）シェアの獲得、ライセンス売上１億 5,800 万円＋プログラム・プロダクト売上４億

8,000 万円を目標として、活動致します。 
詳細を精査出来ましたら、皆様にご報告致します。 
 

代表取締役社長  前 田 健 晴 

 


